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市民社会 産業社会 

社会 
イノベーション 

日本初の市民出資型の太陽光発
電・省エネ事業の拡大による低炭素
型都市の形成 

地域独自の環境マネジメントシステ
ムによる環境調和型の生産活動の
普及・拡大を推進する仕組みの形
成 

技術的受容性 再生可能エネルギー技術の発展 環境調和型の生産技術の浸透 

制度的受容性 
低炭素指向の法律、制度（FIT、環
境モデル都市） 

通産省（当時）のエコタウン事業 

市場的受容性 
電力買い取り価格、太陽光発電設
備価格 

海 外 市 場 （ 特 に 欧 州 ） に お け る
ISO14001認証の必要性 

地域の技術 
太陽光発電システムの設置・維持・
管理技術 

環境マネジメントシステムの構築、
審査、支援 

地域の制度 
地域レベルのエネルギー政策、補
助金、その他支援方策 

飯田市が「南信州いいむす21」（地
域独自の環境マネジメントシステ
ム）を創設

地域の市場 
地域における電力買い取り価格、太
陽光設備設置・維持・管理経費 

グリーン調達方針による優遇 

飯田市の市民太陽光発電・省エネ事業に 

関連する出来事 
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1997 通産省（当時）のエコタウン事業
2001 住民による「おひさまシンポジウム」の開催

2004
環境省「環境と経 済の好循環のまちモデル事業」（通称「まほろば事業」）採択
NPO法人南信州おひさま進歩設立

2005 おひさま進歩株式会社
2007 公民館を地域運営組織のまちづくり委員会の中に位置づける
2009 飯田市「環境モデル都市」に選出 おひさまファンド
2012 「地域エネルギービジネスコーディネート組織タスクフォース」設置
2013 「再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例」制定

「環境文化都市」構想の立ち上げ「21いいだ環境プラン策定」
生産の技術研究会発足

1997

気候変動枠組条約COP3@京都
通産省（当時）のエコタウン事業
エコタウン事業（・天竜川バレープロジェクト　・「エコサロン」の立ち上げ）
「地域ぐるみでISOに挑戦しよう研究会」発足

2000 「地域ぐるみ環境ISO研究会」に改称
2001 「南信州いいむす21」を創立
2004 環境省「環境と経済の好循環のまちモデル事業」（通称「まほろば事業」）
2009 飯田「環境モデル都市」に選出

1996

■市民社会： 市民太陽光発電・省エネ事業に関連する出来事

■産業社会：地域版環境マネジメントシステムの取り組みに関連する出来事 
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飯田市における社会イノベーション（市民社会
） 

1990年代

全
国
（マ
ク
ロ
）レ
ベ
ル

社
会
的
受
容
性

地
域
（ミ
ク
ロ
）レ
ベ
ル

社
会
的
受
容
性

飯田市

2000年代 2010年代

制度的受容性

飯田市「環境モ
デル都市」に選
出（2009）制度的受容性

通産省（当時）
のエコタウン
事業（1997）

地域の技術
家庭向け太陽
光発電システム

協働の場
住民による「おひさ
まシンポジウム」の

開催(2001)

（協働の場）
飯田市主催にて、信金、中部

電力、他にて事業実施の
主体者を協議

制度的受容性
環境省「環境と
経 済の好循環
のまちモデル
事業」（通称「ま
ほろば事業
（2004）

採択支援

支援 協働の場
NPO法人南信州

おひさま進歩
(2004)

地域

市
企
業

（金
融
）協働による実施

地域の制度
「再生可能エネルギー
の導入による持続可
能な地域づくりに関す
る条例」制定（2013）

協働の場
「地域エネルギービジネ
スコーディネート組織タ

スクフォース」設置
(2012)

協働の場
公民館を地域運営組
織のまちづくり委員会
の中に位置づける
（2007）

市 民

NPO環境エネル

ギー政策研究所
（ISEP）

民

社会イノベーションの形成＝
社会的受容性の確立（2005）

日本初の市民出資型の太陽
光発電・省エネ事業の推進に
よる低炭素型都市の形成

地域の市場
おひさまファンド
の創設（2009）

協働の場
おひさま進歩

株式会社
(2005)

地域の制度
「環境文化都市」
構想の立ち上げ
「21いいだ環境
プラン」策定
（1996）

市

社会イノベーション（市民共同発電事業の普及）
を巡る社会的受容性の変化 
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地域レベルの受容性の変化 

国レベルの受容性の変化 

地域レベルの制度・技術・市
場面での変化 

地域レベルの社会イノベー
ションと普及

地域の関係者による協働 

• 公共施設の長期屋根貸 

• 市による固定価格買取
• 市との連携による信用力アッ

プ 

• 地域金融機関の支援、等

後押し 
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地域主体の再生可能エネルギー活用事業創出
のプロセスモデル（飯田の事例） 

1



飯田市における社会イノベーション（産業社会
） 
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1990年代

全
国
（マ
ク
ロ
）レ
ベ
ル

社
会
的
受
容
性

地
域
（ミ
ク
ロ
）レ
ベ
ル

社
会
的
受
容
性

飯田市

制度的受容性
気候変動枠組条約COP3＠京都（1997）

【凡例】 技術的受容性 市場的受容性 制度的受容性

制度的受容性
通産省（当時）
のエコタウン
事業（1997）

採
択

※エコサロンの
一環としての取り組みを契機協働の場

生産技術研究会
の発足（1996）

多摩川精機
オムロン飯田

平和時計（当時）

地域の制度
「環境文化都市」
構想の立ち上げ
「21いいだ環境
プラン」策定
（1996）

市場的受容性
ISO14001認証を
取得しない限りに
は海外市場（特
に欧州）から締め
出されてしまう

協働の場 協働ガバナンス

事業所の相互見学や
情報交換会から発展

発足メンバ全てが
ISO14001取得

協働ガバナンス
「地域ぐるみでISO

に挑戦しよう研究
会」発足（1997）
多摩川精機、飯田

市役所、他
（全6組織、事業所）

地域の制度
「南信州いいむす
２１」を創設
（2001）
地域独自の環境マ
ネジメントシステム

※南信州広域連合と
連携。地域企業等への
普及・展開を支援

0

10

20

30

40

50

60

70

南信州いいむす21

地域ぐるみ環境ISO研究会

事
業

者
数

2000年代 2010年代

協働ガバナンス
「地域ぐるみ環境
ISO研究会」に
改称（2000）

多摩川精機、飯田
市役所、他

※発足20周年

制度的受容性

飯田市「環境
モデル都市」に
選出（2009）

協働の場
エコタウン事業

（1997）
・天竜川バレー

プロジェクト
・「エコサロン」の

立ち上げ
他

制度的受容性
環境省「環境と
経 済の好循環
のまちモデル
事業」（通称「ま
ほろば事業
（2004）

市

産

市 産

社会イノベーションの形成＝
社会的受容性の確立（1997）
地域独自の環境マネジメント
システムによる環境調和型の
生産活動の普及・拡大を推進

する仕組みの形成

地域の技術
自動車、精密
機械、等の環
境調和型の生
産技術の浸透
（供給先から
の要請） 0
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南信州いいむす21 

地域ぐるみ環境ISO研究会 

環境マネジメントシステムの地域企業への 

普及・展開 
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中核企業による
改善活動の推進 

地域企業への環境マネジメントシステ
ムのPDCAサイクルの普及・展開
※「地域ぐるみ環境ISO研究会」が下支え 

地域版環境マネジメントシステムの構築 

※南信州いいむす２１ 

事
業

者
数

 

飯田の地域独自の環境マネジメントシステムに関する
協働ガバナンス 
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協働ガバナンスの枠組み

システムの状況

推進要因

原則化さ
れた約束

共有され
た動機

共同行動の
ための能力

協働のダイナミクス

変化
影響

行動反応 影響 変化

・点から面への普及という思いの共有
・飯田版ISOの構築・普及という目的の明
確化

・参加事業所の代表者及び実務者のコ
ミュニケーションの場の設定

・萩本範文氏のリーダー
シップ
・ISO 14001の導入に向け

た情報共有、共に進めよう
という相互依存、仕様変
更等の不確実性への対応

・コミュニケーションの積み重ねによる相
互理解

・相互の状況を理解した役割分担、自由
意志での参加

・参加事業所のトップや地域の行政によ
る正当性の位置づけ
・地域の異業種事業所の参加

・事務局を務める多摩川精機、飯田市職員のリーダーシップ
・異業種の取り組みを知ることによるEMSの知識の広がり
・代表間での合意から担当者が時間を割いて参加しやすい
・飯田市の政策（21’いいだ環境プランなど）での位置づけや支援

萩本範文氏（多摩川精機）を取り巻く状況
・業績が悪化する企業の社長を務める（1998
～）心のよりどころとしての地域貢献
・地域全体でレベルアップするという思い

・ISO 14001の普及（1996
～）

・中小企業は資金や人手
の問題から導入しにくい

南信州いい
すむ21の構
築と普及支援

・受賞
・課題の把握

地域の中小事業所
による南信州いい
すむ21の導入
（2001～）

・事業所の経営改善
・地域貢献の広がり

・市民の環境行動及
び認識の向上

地域ぐるみ環境ISO研究会（2000～）

Emerson et al. (2012)を参考に中村にて作成 

産業成長（経済成長）と低炭素化をどのように 

両立させていくかが今後の課題の一つ 
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 1996年に「環境文化都市」を宣言して以来、低炭素な街づくりに向けた取り組みを
推進している 
 「環境モデル都市」に選定（2009年） 
 「飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例」を制
定（2013年） 
※ 太陽光や木質バイオマスの利用推進、小水力発電の事業化の支援等

 地域の民間企業とも連携して、南信州地域における環境マネジメントシステムを構
築している 
 「地域ぐるみ環境ISO 研究会」の発足（1997年発足「地域ぐるみでISOへ挑戦しよう
研究会」を母体） 

 地域の中小企業向けの環境マネジメントシステム「南信州いいむす21」の構築・運用 

環境モデル
都市の 
取り組み 

新産業成長
の 

取り組み 

 精密機械産業等の発展をもとに、航空宇宙産業を地域の産業競争力の向上に向
けた取り組みを進めている 
 南信州・飯田産業センターによる「飯田航空宇宙プロジェクト」の推進
 地域共同受注体制の構築に向けた「エアロスペース飯田」の設立 
 「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」と連動した地域内外の産業クラス
ターの形成

 地域企業による独自の新規製品企画・開発に向けた支援を推進している
 LED防犯灯開発プロジェクト
 マイクロ水力発電「すいじん３号」 等

市民・企業・
市が連携した
先進的な低
炭素まちづく
りを推進 

地域主導型
の産業クラス
ター形成に向
けた活動 

CO2 

CO2 

両者のギャップをどのように両立させるか 

まとめ 

• 地域レベルの社会的イノベーションおよびその普及のためには、
国レベルのみならず、地域レベルの受容性を高めることが重要
・・協働の場、協働ガバナンスが果たす役割の重要性

• 地域レベルの受容性を高めるには、イノベーターを含む各主要ア
クターの協働が重要であり、特に地方自治体の役割がカギを握る
・・イノベーターは、自治体を含む主要アクターを牽引していく役割

 を果たすとともに、その牽引をする際の協働の場を有効に活用

• こうした協働の土台となる地域の特性にも注目する必要がある
・・市民社会： 太陽光発電
・・産業社会： 環境マネジメントシステム、産業クラスター
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